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図３－１ 開設者別に見た医療施設の数の割合（2015 年） 
図３－２ 開設者別に見た病床数の割合（2015 年） 








































                                                     
1 法改正の様態からもこのことは看取できる。例えば、医療機能の分化・連携に基づく医療体
制を整備することを目的の 1 つとして、2014 年に「地域における医療及び介護の総合的な確保
を推進するための関係法律の整備等に関する法律」が成立したが、この法律は、医療法や介護
保険法など 19 本の法律を一括して改正するものであった。 
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4 このように医療保障制度が 2 つに区分されることは一般的にはあまり知られていないと思わ
れるが、医療政策を研究する専門家の間では一定程度区分して考えられるべきものとして扱わ
れているようである（猪飼 2010b; 池上・キャンベル 1996; 笠原 1999: ⅱ-ⅲ; 川上 1965: 7; 















































































た（東京大学社会科学研究所 1984: 16）。そして、第 2 次大戦後の世界的な高度経済成長が
社会保障制度を拡充させていくための経済的条件として作用した（田端 1988: 16-17）。ま
た、思想的には、戦後、先進資本主義国において、社会権を基盤に個人の生存権を国家が保








福祉国家の縮小・再編と QOL という新たな価値観の登場 
  











































































1985 年に医療費の抑制を目的に、開業・病床規制を可能にする第 1 次医療法改正を行った。
この法改正をめぐる政策過程を契機に、事務官と医系技官の距離が接近したと考えられる。
















ことにもつながったと考えられる。そのため、分析する 2 つ目の局面として、1980 年代か























































































































いる状況にあると言ってよいだろう（池上 1992; 池上・キャンベル 1996; 印南編 2016; 印















































































































































                                                     
5 厚生労働省の発足時に行われた改組を機に、医系技官が占める上位ポストの数は、３局長・
１部長から２局長・２部長となった（藤田 2008: 53）。 
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 第 3 章では、本稿においてアイディア実現の成否にかかわる一種の機会構造として捉え
られる日本の医療制度の基本構造とその形成に関する歴史的概略、さらに、医療政策の決定
にかかわる制度について説明し、それがどのような形をもっているのかを説明する。 
第 4 章と第 5 章では、2000 年代以降における医療機能の分化・連携というアイディアの
形成や展開を可能にした機会構造がいかにして形成されたのかを明らかにすることを第１
の目的に、1980 年代から 90 年代にかけての医療供給制度改革の過程を分析する。具体的に
17 
 









































































第 1 章 先行研究の検討 



















このような研究が増加したのには次のような理由がある。1970 年代後半から 1980 年代






















































































































Ｊ・マホニ （ーJames Mahoeny）、K・セーレン（Kathleen Thelen）、Ｐ・ピアソン（Paul Pierson）
などを代表的論者としてその理論枠組みが構築され始めている（Hacker 2005; Mahoney and 






































































































1980 年代の医療供給制度改革から分析対象として取り上げるが、1980 年代から 90 年代に
かけての改革は、その規範意識に基づいて形成されていた。また、厚生省と族議員の間での











































































































































































の廃案とその後の「実験的事業としての地域医療計画策定」、1985 年の医療法改正（第 1 次







































































































































                                                     
12 このような観点から、日本の官僚組織を分析の中心的対象として取り上げて政策帰結を説明
する研究として、上川（2005）、京（2011）があげられる。上川は、1970 年代後半から 90 年
代前半にかけての日本銀行の金融政策と 1990 年代の大蔵省の信用秩序維持政策を扱ってい




































                                                     




















































































































































編にも作用する（加藤 2012; 木寺 2012bb; 近藤 2008）。つまり、アイディアはこの一連の
過程の核となるものである。このような点が、本稿において、アイディア・アプローチを採












アプローチを採用する理由の 1 つとしてあげられる。 











会構造として、1980 年代から 90 年代の制度改革を通じて構成された構造を捉える必要性
が生じる。そのため、1980 年代から 90 年代にかけての医療供給制度改革の政策過程を分析
することに重要な意義を付与することができるようになる。 
 これら 3 点の理由から、本稿はアイディアの政治アプローチを採用する。次節以下では、
アイディアの定義、機能といった分析にあたっての基礎的な概念を示し、後に政治過程分析
のためのモデルを提示する。 






能も様々に指摘されてきた（秋吉 2007; 木寺 2012b; 徳久 2008; Campbell 2002; Derthick 














































したと述べる（Blyth 2002: 37）。ホール（Peter Hall）も、問題の明確化は何かしらの信念
と問題とが結び付けられることによってなされるとする（Hall 2005: 134-135）。アイディア
が問題を理解するための解釈枠組みとなるという指摘は彼ら以外にも、アイディア概念を
用いた他の研究においてつとになされてきた（秋吉 2007: 47-49; Campbell 2001; Hall 1993; 









表 2－1 言説のアイディア的次元 
 





































































                                                     
20 ゴールドシュタインとコヘインも初期の段階からアイディアが連合形成におけるフォーカ























































































































いて、シュミットはアイディアの有する 2 つの役割、言説が重要になると指摘する（Schmidt 



















































































                                                     
22 彼女は、多元的な政策決定プロセスと連邦制の結果として調整的言説が強くなる場合と、多
数決主義的であり大統領制の結果として伝達的言説が強く打ち出される場合があるアメリカを
複雑な政体の例外と位置づけている（シュミット 2009: 89）。 
23 1950 年代から 70 年代にかけては、医師会の戦術的判断によって中医協が決裂することがし











 具体的には、政策学習に関係する概念は、「政策学習」（Heclo 1974）、「社会的学習」（Hall 
1993）、「政策志向学習」（Sabatier and Jenkins-Smith 1993）、「教訓抽出学習」（Rose 1991, 
1993）、「政策移転」（Lodge 2003）、「政府学習」（Etheredge and Short 1983）など、多様に












（Busenberg 2001; Hall 1993; Heclo 1974; Kingdon 1995; Lodge 2003; Rose 1991, 1993; 














































する「刺激」の 5 つの類型を提示している（Rose 1991, 1993）。 
 そして、こうした学習を通じて得られる知識の性質として、科学的な議論を背景にもつ理












していく（Heclo 1974; Sabatier and Jenkins-Smith 1993）。それは場合によって 10 年もしく
はそれ以上の時間を経ることもある。こうした時間の経過の中で、時にはその発展スピード
が加速する場合がある。そのきっかけとして、前述したような衆目を集める事件、政権交代











制度改革の重要な要素となるケースも増えてきている（秋吉 2007; 木寺 2012b; 山口 
2008）。本稿において対象とする、特に小泉政権期の改革では、諮問会議や総合規制改革会
議といった首相の直属の諮問機関に経済学者などの専門家が参加し、彼らによって注入さ

























































第 4 節 制度改革のモデル 
 ここでは、これまで示してきた分析の基礎概念、政策過程の分析枠組みにおいて示してき
たことを整理しつつ、本稿の実証部分においてどのような順序で分析を行っていくのかを



































































出所: 木寺（2012: 60）の図を参考に筆者作成。 




















































































































の大きな特徴の 1 つである。表 3－1 のように病床の規模別に医療機関を見ると、無床診療
所から大規模病院に至るまで連続的に分布している（池上・キャンベル 1996: 45）。そして、
こうしたことを反映し、診療所と病院の法的区分も便宜的な性格を帯びたものとなってい






























































































































































支払われるPOS（Point Service Plan）型がある（関 2013: 182-183）。 
そして、入院医療における医療費の支払い方式において、1983年にメディケアの一部
に、医療保険財政庁の委託を受け、イェール大学が考案した診断群別分類（Diagnosis 













































（Groupe homogène de séjour : GHS）に基づいて1入院当たりの包括評価で算定されるこ












































































                                                     
的には最大であった（猪飼 2010b: 75）。 
29 明治の前半期には、大きく、大学、医学専門学校（公立医学校兼病院）の卒業生、内務省医
術開業試験の合格者という 3 つの系統の医師養成経路が生まれた。中でも、1877 年に成立した
東京大学医学部（1886 年に帝国大学医科大学）には、西洋医学を直接に外国人講師から習う本






大学に昇格し、慶應義塾大学医学部も設立された（猪飼 2010b: 104-105; 菅谷 1976: 66-
75）。また、こうした医専の大学昇格後には、その空白部分に新たな医学専門学校が次々

















































































































































































                                                     
31 「社会保障制度に関する勧告」
（http://www.ipss.go.jp/publication/j/shiryou/no.13/data/shiryou/syakaifukushi/1.pdf、
2017 年 7 月 3 日最終閲覧）。 




















































力を有してきた（池上・キャンベル 1996; 結城 2006）。 
 この対立軸に基づいて、厚生省と立場の近いアクターと医師会に近いアクターが存在す


































































































第 4 章 第 1 次医療法改正の政策過程 
第 1 節 本章の目的と法改正の概要 





















 このような先行研究の指摘に対して、本章では、第 1 次医療法の改正を通じて、医務局
と保険局の距離が縮まったのはなぜかを説明するものである。 
                                                     
33 原局原課の自律性の高さを維持できているのは、社会保障という政府の役割として安定的な

















上・キャンベル 1996: 61）。 
それでは、この法改正において具体的に重要なポイントは何だったのかを見ていきたい。






2 章の 2 として、「医療計画」に関する規定が付け加えられた。「医療計画」に関する規定の




とである。条文としては、第 39 条第 1 項において、従来の文言から「3 人以上」という言
葉が削られ、「病院又は医師若しくは歯科医師が常時勤務する診療所を解説しようとする遮
断または財団は、この法律の規定により、これを法人とすることができる」と改められた。 








 このような法改正の内容の特に 2 点目と 4 点目は、医療政策に対して大きな影響力を示
してきた医師会にとって不利益となるものである。こうした政策はなぜ可能となったのか





















に陥った（新川 2005: 96-98）。 
 一方、栄養状態の改善や生活水準の向上、戦後整備された医療保障制度、医学の進歩など
の要因も日本人の人口構成、疾病構造を変化させることで医療政策に変化を要請した。日本

































それを称賛していた（大嶽 1994: 80）。 










率を示していた社会保障関係費は、1977 年には 20.0％を記録し、それ以降も 19％台とそれ
に近い数値を示し続けた。また、その伸び率も、1971 年には 17.9％であったものが、翌年
には 22.1％、1974 年には前年の福祉元年の影響から 36.7％と急上昇し続けていた。こうし









































                                                     






成するための手段の 1 つとして、厚生省は、1982 年の老人保健法による高齢者の患者自己










たのである（早川純貴 1991: 155）。 
 さらに、このアイディアに基づいて、保険局は、厚生省内の研究会で医療費抑制の方策を
共に検討してきた加藤寛らが加わった臨調からの同意を獲得し、その上、田中派の厚生族の




 ここからは、上記のような時代的変化の中で進んでいった第 1 次医療改正の政策過程に
ついて、時系列的に詳述していく。まずは、地域医療計画に関する議論が表出することとな
った、保険医総辞退と医療基本法案の廃案の過程について記述する。 















邸にまで出向いての説得などが行われたが実を結ばず、医師会は、予定通り 7 月 1 日から
保険医総辞退に突入した（厚生省保険局国民健康保険課・国民健康保険中央会編 1979: 119; 







ンベル 1996: 20-28;田口 1969: 183-196）。 
 7 月 5 日の内閣改造を受けて厚生大臣には、内田常雄に代わり、2 度目の厚相就任となる
斉藤昇大臣が就任した。そして、斉藤と武見との 3 度にわたる報道関係者への公開会談が
行われた。さらに、28 日には佐藤栄作首相も交えた 3 者会談までもが実施された。この会
談で、4 項目 8 細目に渡る合意事項が取り決められ、それと引き換えに、7 月いっぱいで総
辞退は収拾されることになった（厚生省保険局国民健康保険課・国民健康保険中央会編 




国民健康保険中央会編 1979: 120-121; 吉原・和田 2008: 259）という文言があることであ
る。 
 この会談の後、厚生省は、1972 年 1 月に医療基本法要綱（事務局試案）を自民党医療基
本問題調査会に提出した。その試案は、包括医療の必要性や疾病構造の変化への対応などを








                                                     






5 月 26 日に国会に提出された。 
 一方で、この医療基本法案提出に先立ち、4 月から保険医総辞退収拾の際の合意事項の 1
つでもあった健康保険法改正の国会審議が行われていた。この改正案の審議は、保険料率引
き上げなどが審議されていたために与野党の意見が対立し、衆議院は何とか通過したもの
の、参議院では調整がつかなかった。そのため、社会・公明・民社の 3 党は 5 月 15 日に、
公費負担や公共医療機関の拡充を求める医療保障基本法案を提出し、自民党に揺さぶりを
かけた39。 
加えて、この国会は、7 年 8 か月続いた佐藤内閣の最後の国会であり、自民党内部での角
福戦争が激化していたことに影響を受け、国会は空転、結果的に、医療基本法案は同時に審














体系的な提供の必要性を認識し始めていく（厚生省編 1974: 152 ; 厚生省大臣官房企画室編 
1970）。 
2 つめは以下である。戦後の民間病院の急成長により、人口に対する医療機関数や病床数
が 1970 年代には欧米諸国の水準と遜色ないものとなったが（厚生省大臣官房企画室編 
                                                     
37 『日本医事新報』2495 号（1972 年 2 月 19 日）95 頁。 
38 『日本医事新報』2498 号（1972 年 3 月 11 日）102 頁。 
39 『社会保険旬報』1043 号（1972 年 6 月 11 日）31-35 頁。 
40 『社会保険旬報』1051・1052 合併号（1972 年 9 月 11 日）13-19 頁。 
41 『社会保険旬報』1060 号（1972 年 12 月 1 日）8-12 頁。 
81 
 
1970; 厚生省保険局企画課編 1979: 1-29）、医療機関の地域的偏在や欧米諸国のように病院
と診療所、病院相互間の機能分化が十分になされていないことが問題と捉えられるように
なった（菅谷 1981: 196-198）42。これは、自由開業医制の下、戦後、1961 年の国民皆保険
成立も手伝い医療需要が急増し、民間病院が急成長を遂げたことから顕在化したものであ











あるとされている（倉田・林 1977: 21-22; 厚生省大臣官房企画室 1970）。 
さらに、それと並行して、厚生省は包括医療の観点から問題を捉え、保健サービスに関し
て、地域圏を設定し、提供するという方向性で政策の検討に入ってもいた。1970 年 11 月に











った。そこで特に問題となったのは、委員会が設定することを決めた 1 次圏域、2 次圏域、
3 次圏域のうちの 2 次圏域の範囲についてであった（1 次は市区町村域、3 次は都道府県域
を想定した）。それは、保健・福祉サービスが行政区を単位に提供されている一方で、医療
                                                     
42 1973 年版の厚生白書から、「医療施設が適正に配置され、相互の有機的な連携の下に、それ
ぞれの機能を十分に発揮することが必要である」という記述がなされるようになった（厚生省




検討するため、岩手・新潟・埼玉・和歌山・島根の 5 県をモデル県に 2 次医療圏の策定のモ






生省はより踏み込んだ対策が必要性も認識することになった（朝日 1988: 117-118; 厚生省





















にアメリカで 1974 年に制定された国家医療計画・資源開発法の中で、CON（Certificate of 
                                                     
43 『社会保険旬報』1132 号（1975 年 1 月 1 日）56-58 頁。 
44 『社会保険旬報』1274 号（1978 年 1 月 1 日）23-32 頁。 
45 『社会保険旬報』1253 号（1978 年 6 月 1 日）8-13 頁。  




































                                                     
47 『月間福祉』55 巻 8 号（1972 年 8 月 6 日）70-74 頁。  










2010b: 134-141）。そして、この医療の社会化運動を担った主体の 1 つに自治労があり、そ
の影響を受け、社会党は、例えば 1970 年の党大会にて、「医療の社会化への道」を採択した
ことに表れるように、医療の社会化論を基にした医療政策の必要性を主張していく（西岡 























                                                     
49 『日本医事新報』2945 号（1980 年 10 月 4 日）95 頁。『日本医事新報』2946 号（1980 年































きる、といったものであった（吉原・和田 2008: 382）。 
このように、厚生省は、富士見産婦人科病院事件などによって要請されるようになった医
                                                     
50 『日本医事新報』2958 号（1981 年 1 月 3 日）131 頁。 
51 『日本医事新報』2061 号（1981 年 1 月 24 日）96 頁。 
52 『日本医事新報』2966 号（1981 年 2 月 28 日）98 頁。 
53 『日本医事新報』2967 号（1981 年 3 月 7 日）99 頁。 





















 ただし、こうした中でも、第 1 次医療法改正案の国会提出に向けて、周囲の政治状況は
徐々に変化していた。まずは、財政危機への対応として、1981 年 3 月に第二臨調が設置さ
れたことである。医療法改正の柱と言える事柄について、第二臨調は対策を打つよう、答申
や報告において促していった。例えば、1981 年 7 月の第一次答申においては、医療保険に
対する国庫負担の削減や老人保健法の早期成立といった様々な形での医療費抑制政策の実
施がされているが、その中には、乱診乱療対策としての医療機関への指導監督の強化も含ま
れていた。さらに、翌年 5 月の第一部会報告では、医療費抑制政策の 1 つとして、地域医療
計画などによる医療供給体制の体系的整備をあげている57。 
 加えて、この頃、医師会の結束が弱まっていた。この時期に起きた最も象徴的な医師会の
変化は、1982 年 4 月の医師会会長選で反武見派の花岡健而が、武見後継の亀掛川守を破り、
医師会会長に就任したことである。花岡は、厚生省との対決に終始した武見路線から脱却し、
「対話と協調」姿勢をもって厚生行政にあたることを表明した（高橋 1986: 249）。 
そもそも、1980 年の医師優遇税制の見直しや 1981 年の診療報酬のマイナス改定に見ら
れるように、武見体制の末期にはその指導力に陰りが見え始めていた（西岡 2002）。花岡の
                                                     
55 『週刊社会保障』1121 号（1981 年 4 月 20 日）8 頁。 
56 『社会保険旬報』1390 号（1982 年 4 月 1 日）21 頁。 













1996: 57-62;高橋 1986; 二木 a 1990: 55-69）58。 
 このように周囲の政治状況が変化する中で、徐々に法案の国会提出へ向けた動きが進み
だしていく。 




 さらに、1983 年 3 月に入り、厚生省が、地域医療計画や病床規制、医師優遇税制などに
対する譲歩として、一人医療法人制度の創設を医師会や歯科医師会に示し始めたことが、医
療法改正案の国会提出へ向けた動きを本格化させた（幸田ほか 2014: 103-104;日本医師会
創立 50 周年記念事業推進委員会記念誌編纂部会編 1997）。これは、従来 3 人以上の常勤医
師がいないと税制上有利になる医療法人格を取得できなかった状況を改め、1 人でも法人格
を得ることができるようにするというものである。こうした政治的妥協を経て、結果的に、
医師会は医療法改正案の国会提出にうなずいた。こうして、1983 年 3 月 25 日、厚生省は
閣議での了承を得て、医療法改正案を国会に提出した。 
医療法の改正案は国会に提出されたものの、可決へ向けた流れはまたも停滞した。1983
年 5 月 12 日には衆院労働委員会で提案理由説明が行われたが、国会会期が 26 日までしか
なかったことから継続審議となった。さらにその秋の臨時国会においては、10 月に田中元
首相にロッキード事件での有罪判決が出たことを受け、国会審議が空転し、中曽根首相が衆




会に対し、独占禁止法違反の判断を行い、排除勧告に至った（西岡 2002: 204）。 
59 『社会保険旬報』1404 号（1982 年 8 月 21 日）26-27 頁。 
60 『第九十六回国会衆議院社会労働委員会議録第十二号』（1982 年 8 月 9 日）9 頁。 
88 
 
院を解散したため、同法案は廃案となった（有岡 1997: 404）。 
 翌 1984 年 3 月 27 日、医療法の改正案は閣議決定され、4 月 4 日には再び国会に提出さ
れた。しかしながら、この時期も可決へ向けた動きは滞ったままであった。 
それは、まず、受診における被用者本人の 1 割負担の実施を柱とする健康保険法の改正
が 1984 年 2 月に国会に上程されており、その審議が優先されていたことがある。また、




1986: 252）。そうした中で、羽田と花岡を含め 4 人の候補者が激戦を行い、僅少の差で羽田
が当選したのである。こうした状況の下で医療法改正案は、再び継続審議となってしまった。 
さらに、翌 1985 年 1 月から開かれた第 102 回通常国会においても、年金給付の削減を目
的とした国民年金法改正に関する審議のあおりを受け、継続審議となった。 
 そうして、最終的に医療法改正案が成立したのは、1985 年秋の通常国会においてであっ
た。流れとしては、以下の通りである。11 月 28 日に社労委において一部修正の上、共産党
を除き、自民、社会、公明、民社、社民連の賛成多数で可決された。そこでは、12 の修正





容であった（中島 2001;西岡 2002）61。 





                                                     
61 その他、地域医療計画において、都道府県は、僻地医療、救急医療の確保を行うこととされ
た。また、1985 年の法改正から地域医療計画の実施まで 5 年間の猶予期間が設けられ、その間
に医療機関がいわゆる「駆け込み増床」を行ったため、厚生省は批判を受けた。病院の一般病
床数は、1985 年には 108 万床であったのが、1992 年には 126.5 万床となり、その増加の大半
の 15.4 万床は民間病院によるものであった（長谷川 1998）。 


































                                                     
解消する政策であった。 
63 ただし、両者が完全に思惑を一致させたわけではなかった。第 1 次医療法改正後に行われた
社会保険関係の講演会で、竹中浩治健康政策局長は、「これからは保険局に代わりまして、健康
政策局が医療行政のなかで主導権を握っていきたいと考えています」と発言していた。『日本医



































                                                     
64 第一次医療法の改正を促すような組織環境の変化も起こっていたことを付け加えておきたい。

































                                                     
具体的には、医務局から国立病院などの現業部門を切り離し、それを保健医療局に移管する一方
で、公衆衛生局所管の保健所関連業務を健康政策局に移管し、政策立案と実施部門の区分が強め
られた（厚生省五十年史 1988: 1563-1565; 大杉 1993: 61; 西岡 2003: 155）。この動きの背景
には、包括医療の必要性が高まる中で保健・医療行政の変化が要請されていたこと、臨調路線下
において、厚生省が「現業官庁」から「政策官庁」へと発展することが要請されていたことがあ



























第 4 節 本章の小括 






                                                     
65 こうした立法過程における制度の存在が、野党のヴィスコシティの源泉となっているのか、
あくまでも、与党が議事運営の主導権を握っている上で許されていることなのかということに









































第 5 章 退院促進政策の始動と展開 
第 1 節 本章の目的と退院促進政策の概要 








































































































































られたためであったと回顧している（幸田ほか 2011: 139-143）。 























































看護料について見ると、1988 年に診療報酬体系上の「基準看護体系」の中で、患者 2 人
に対して看護要員を 1 人配置する「特 3 類」が新設されている。そこでは平均在院日数 20




やすための条件緩和であり、ひいては患者 2 人に対し看護要員 1 人の体制の整備を本格的
に開始するという急性期医療への看護師配置の拡充を目指すものでもあった（山路 2003: 
202-206; 中山 2011: 122-123）68。 










料」が新設された（中西編 2011: 123-124）。 
こうした流れに加え、2002 年以降、厚労省は「急性期医療に係る診断群分類別包括評価：
DPC（Diagnosis Procedure Combination）」という支払い方式を導入、拡大している69。こ
                                                     
68 急性期医療における看護師の拡充を目指す新看護体系の導入にあわせて、1994 年 6 月の健
康保険法改正において、3 年間の経過措置を残しながらも、無資格者の多い付添看護の廃止が
決まった。 
69 DPC という呼称は、診断群分類に基づく 1 日当たり定額報酬算定制度を意味する場合と患






1990 年代半ばから行なった結果である（野口 2005: 130）。その調査の下、1998 年から約 5
年間にわたり、「急性期入院医療の定額払い方式の試行調査」が行われ、2002 年から本格的
に導入されることとなった。そして、2004 年の診療報酬改定において、DPC は、それまで
























                                                     
DPC 評価分科会において、その略称を DPC/PDPS（Diagnosis Procedure Combination/Per－
Diem Payment System）とすると整理された。 
70 DRG（Diagnosis Related Group）はアメリカにおいて 1970 年代に実用化された医療資源消
費予測技術と疾病治療分類の名称であり、PPS（Prospective Payment System）は包括支払い



















































































































が医療提供の場として明示された（島崎 2011: 98）71。 







正に関する合意がとられ、1990 年 5 月に法案は国会に提出された。ただし、この法案は重
要法案とは位置づけられていなかったために継続審議扱いとなり、結果的に成立したのは、















                                                     
71 第 2 次医療法改正における他の重要な点としては、適切な医療情報の提供、医療関連サービ
スの水準の向上によって患者サービスの向上を図るという目的から、広告規制の緩和が行われ





















するものとなった背景には、1989 年 4 月から導入されていた消費税は、福祉拡充のためで
あるとアピールしたい自民党の思惑が働いていた。ゴールドプランでは、在宅福祉推進十か
年事業として、ホームヘルパー10 万人、ショートステイ 5 万床、デイサービスセンター、
在宅介護支援センターともに 1 万カ所を整備すると打ち立てた72。 
 ゴールドプランで、施設福祉、在宅福祉の整備などに総額 6 兆円が投入されることとな






                                                     
72 その他にも、「寝たきり老人ゼロ作戦」と題して、健康教育の充実、地域における機能訓練
体制の整備、長寿社会福祉基金の創設、施設対策推進 10 か年事業による特養、老健施設、ケ
アハウスの拡充などが盛り込まれた（厚生省大臣官房政策課 1991: 30-39）。 
73 こうした法改正のみならず、ゴールドプランの具体的な事業を実施していく主体である社会
福祉法人などに対して、老健施設や高齢者福祉施設整備のために税制上の措置も講じられた
（厚生省大臣官房政策課 1991: 130-132）。 
104 
 








さらに、第 2 次医療法改正において在宅も医療提供の場とされたことから、1994 年の診
療報酬改定では、かかりつけ医による「在宅時医学管理料」を新設し、往診、訪問看護、訪
































































































                                                     











































第 6 章 小泉政権期における医療供給制度改革の政策過程 
















をあげると、1 点目に、療養病床の再編成などによる平均在院日数の短縮を 1 つの柱とし
た、国と都道府県による医療費適正化計画75という新たな政策の実施が決まったことである
（栄畑 2007: 79）76。また、もう 1 つの柱として糖尿病などの生活習慣病有病者・予備軍の
減少を目指す特定健康診査・特定保健指導の実施が決まった。2 点目は、医政局77が所管す








76 この政策は、法的には 2006 年 6 月に成立した「高齢者の医療を確保する法律」を根拠とする
ものである。医療費適正化計画は、2008 年度から 2012 年度までの 5 年間を第 1 期として実施
された。現在は、その結果に基づいた見直しのもと、2013 年度から 2017 年度までを第 2 期と
して実施されている。 




















第 2 節 医療制度改革を促した社会、経済、政治状況の変化 
（1）バブル経済の発生・崩壊と不良債権問題 
 








した（深尾 2002: 91-100）79。 
                                                     




の乱開発を引き起こし、全国へ地価上昇は拡大することとなった(上川 2005: 130-131)。 
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 さらに 1986 年から 1987 年にかけては、欧米を含めて株や土地価格の上昇が起きていた















けて、東洋信金の整理やコスモ証券の破たんなどが続いた（奥野・村松 2002: 5）。 
一方、政界においては、バブル期のリクルート事件やイトマン事件などを背景に高まって
いた政治不信を背景に、自民党が分裂し、1993 年 8 月には非自民連立政権である細川護熙
内閣が誕生したが、非自民連立政権は 1 年ともたず、1994 年 6 月には、社会党の村山富市
を首班とする、自社さ連立政権が誕生した。村山内閣は、公的資金を注入し住専問題の処理
を行ったが、これに世論が厳しい態度をみせたことから、大手の金融機関などのより根本的
な不良債権問題に手が加えられることはなかった（奥野・村松 2002: 6）。 
1996 年 1 月に村山内閣に代わり、橋本龍太郎内閣が誕生した。橋本内閣は、行財政改革
や経済構造改革、金融システム改革などを訴え、1997 年 4 月の消費増税や社会保険料の値



























な要因となった（諸富 2014: 4）。 
 減税については、大きな改革としては次のような税制改革があげられる。1 つ目は、細川
内閣の下で、1994 年分の所得税と住民税から、20％の定率減税を行うというもので、総額





が発表されたことから、新たに 2 兆円規模の特別減税を含む、総額 16.6 兆円にのぼる大規
模な総合経済対策を実施した。4 つ目は、小渕恵三内閣下で行われた税制改革である。その
内容は、所得税減税 4 兆円と法人税減税 2.3 兆円、住宅ローン減税などの政策減税 2.6 兆円
など、あわせて総額 9.4 兆円に及ぶ減税からなるものであった。 















 1970 年に高齢化率が 7.1％となり、日本は高齢化社会を迎えたが、高齢化はさらに急速に
進行していく。1990 年には、65 歳以上人口は約 1493 万人と総人口の 12.1％を記録し、
1994 年には、高齢者人口は全人口の 14％を超え、高齢社会の到来を迎えた。65 歳以上人口
の割合が７％から 14％に達した所要年数をみると、ドイツが 40 年、イギリスが 47 年、フ
ランスが 115 年であるのに対し、日本は 24 年で到達しており、高齢化の進行がいかに急速
であったかがわかる。さらに、1997 年には、高齢者人口が 15.9％に達する一方で、15 歳未
満の年少人口比率は 15.3％と、初めて高齢者人口が年少人口を上回った（吉原・和田 2008: 
404）。 
 こうした人口の急速な高齢化は、少子化の影響も受けている。合計特殊出生率の変遷を見
ると、第 2 次ベビーブーム期の 1971 年には、2.14、出生数 209 万人を示したが、1975 年
に 2.0 を下回ってから低下し続け、1989 年には、丙午にあたる 1966 年の 1.58 を下回る 1.57
を記録し、1.57 ショックと呼ばれた。その後も、2000 年代前半までは低下傾向を示し、2005
年には、過去最低の 1.26 にまで低下した。 
 こうした状況の中で、2000 年代に入る頃には、高齢化の問題は将来的にみても深刻な問
題であると認識されるようになった。2030 年には、高齢化率は 30％に、2055 年には、40％
になることが推計されており、高齢者が激増することが予想されていたからである（辻 
2008: 16-18）。そして、それにともなって、厚労省は、国民医療費が年 4％程度伸び続ける
と推計し、国民医療費の国民所得に対する割合が 2025 年には 12％を超えると推計してい






大は、その運営を大きく圧迫していった。例えば、赤字組合数は 1991 年の 346 組合（19％、
赤字額 263 億円）から、1996 年には 1293 組合（71％、赤字額 2615 億円）へと大幅に増加
した。保険料率も法定上の上限に設定する組合が 111 組合から 137 組合に増加し、平均の
保険料率も上昇した。こうした状況下で、中にはその解散を検討する組合も出てくることと
なった。こうした傾向は、1997 年に被用者保険の本人負担が 2 割負担などの導入で一時的


































 前章でもみたように、高齢者の社会的入院問題は医療費の伸びをもたらす要因の 1 であ
り、長らくその解消を目指した政策を厚生省はとってきた。そうした政策の効果が一定程度
あらわれた部分もあった。例えば、一般病床の平均在院日数は、1983 年には 39.2 日とピー
クを迎えたが、1980 年代後半から低下傾向を示していた（濃沼 2000: 19-20）。ただし、先
進各国との比較において、その差は依然として大きいため、平均在院日数の短縮は、重要な






また、病床全体での平均在院日数をみると、2003 年時点では 36.4 日であり、ドイツ（2002



















































 こうした 2 つの流れは合流し、「健康」概念に大きな影響を与えていくこととなった。従
来の医学モデル的な考え方からいえば、健康の意味は「病気と認められないこと」であった。
しかし、QOL の向上という観点からみれば、「心身の状態に応じて生活の質が最大限に確
                                                     
83 厚生省は療養型病床総数 34 万床のうち 19 万床の介護保険適用の療養型病床への転換を目指
























































 また、政府及び与党幹部をメンバーとした「政府・与党社会保障改革協議会」が 1 月に発




と同程度に抑えること、当面は伸びを 1 から 2%程度に抑えることを軸に検討が進められて
いた84。 
 そして、内閣法の改正によって発足した諮問会議においても、社会保障制度改革が議論の







 医療機関の開設主体として株式会社が参入することに対しては、医療法の第 7 条第 5 項
において、「営利を目的として、病院、診療所又は助産所を開設しようとする者に対しては、
許可を与えないことができる」と規定され、1950 年の「医療法の一部を改正する法律の施
                                                     



































                                                     
85 行政改革委員会（1997）「最終意見」



















 さて、小泉政権下での第 1 弾の医療制度改革もそうした政策決定のプロセス変更に大き















制度改革は 5 月 31 日に 1 度とりあげられただけであり、その会議自体も具体的な政策案に
関する議論というより、今後の議論のための論点整理的な意味合いが強いものであったこ
とは指摘しておきたい。 
                                                     

















議論されていった。総合規制改革会議は、宮内義彦（オリックス会長）を議長に 4 月 1 日に
設置され、小泉首相の諮問機関として機能した。総合規制改革会議は 5 月に、①医療、②福
祉・保育等、③人材、④教育、⑤環境、⑥都市再生の 6 つを規制改革の重点検討分野に指定












こうした提言に関し、総合規制改革会議は 9 月 18 日に、日経連、連合にもヒアリングを
行った。日経連は医療分野の改革案全てに賛成し、連合側は、市場経済万能主義に偏りすぎ
ていると指摘しつつ、公的医療保険の対象範囲の見直し、株式会社方式による医療機関経営、
                                                     
87 『日本医事新報』4028 号（2001 年 7 月 7 日）65-55 頁。 
88 『日本医事新報』4027 号（2001 年 6 月 30 日）72 頁。 















然増が 1 兆円と見込まれていたにもかかわらず、社会保障関係費は 18.1 兆円、前年から
7000 億円増、厚労省所管部分については、6377 億円増ということで、厚労省にはおよそ
3000 億円の歳出削減が課されることになった。 
 これに対して、厚労省は、9 月 19 日に与党に対し医療制度改革の考え方の骨格を示した
















                                                     
90 『日本医事新報』4039 号（2001 年 9 月 22 日）80 頁。 
91 『日本医事新報』4040 号（2001 年 9 月 29 日）70 頁。 


































                                                     
93 厚生労働省（2001）「21 世紀の医療提供の姿」
（http://www.mhlw.go.jp/houdou/0109/h0925-2b.html#betu、2017 年 9 月 24 日最終閲覧）。 
94 『日本医事新報』4040 号（2001 年 9 月 29 日）64 頁。 































                                                     
96 『社会保険旬報』2114 号（2001 年 10 月 21 日）4 頁。 
97 経済財政諮問会議『平成 13 年 10 月 9 日第 22 回会議議事録』平成 13 年 10 月 9 日。 
98 『朝日新聞』2001 年 11 月 2 日。 
99 『朝日新聞』2001 年 11 月 8 日付夕刊。また、自民党の丹羽雄哉は、この日の記者会見で、
「指針や方針といった考え方がある。法律次項ではない」と述べていた（『社会保険旬報』
2117 号（2001 年 11 月 21 日）21-22 頁。）。 

























られることとなった104。これについては、最終的に官邸の意向が通り、2003 年 4 月から被
用者本人の 3 割自己負担が実施されることになった。これを受けて、第 154 回通常国会に
「健康保険法等の一部改正案」が提出され、2002 年 7 月に成立した。 
 
第 1 弾の医療制度改革における厚労省の対応 
 
 ここまで、小泉政権における第 1 弾の医療制度改革について、諮問会議を通じたマクロ
指標（伸び率管理制度）をめぐる議論と総合規制改革会議・諮問会議を通じた株式会社の参
                                                     
101 『日本医事新報』4049 号（2001 年 12 月 1 日）69 頁。 
102 『社会保険旬報』2118 号（2001 年 12 月 1 日）34-35 頁。 
103 『日本医事新報』4049 号（2001 年 12 月 1 日）67 頁。 
104 また、12 月 17 日には、診療報酬本体の改定がマイナス 1.3％と、初のマイナス改定が決ま

































分化・連携」という観点を中心に 3 点、整理しておきたい。 
1 点目に、規制改革の議論は、医政局による「21 世紀の医療提供の姿」にあるように、彼
らが、病院病床の機能分化やその連携を通じて平均在院日数の短縮化や、それに向けた医療
                                                     
105 『読売新聞』2001 年 11 月 29 日。 




































                                                     
107 『日本医事新報』4064 号（2002 年 3 月 16 日）79 頁。 




















った後、2003 年 3 月には、厚労省は、自民、公明、保守の与党と事務者レベルの協議に入
り、与党の了承を得て、政府は、「健康保険法等の一部を改正する法律附則第２条第２項の
規定に基づく基本方針」を閣議決定した。ここでは、新しい高齢者医療制度の形が、75 歳









                                                     




整がつかず、明記されなかった。65 歳以上 75 歳未満の高齢者に関する制度においては、国民
健康保険、被用者保険に加入したままで、前期高齢者の偏在による医療費負担の不均衡を財政




































                                                     
111 『社会保険旬報』2183 号（2003 年 9 月 11 日）6-９頁。 







4a.html、2017 年 9 月 24 日最終閲覧）。 
 












                                                     

































                                                     
114 『週刊社会保障』2216 号（2003 年 1 月 6 日）15 頁。 
115 『日本医事新報』4118 号（2003 年 3 月 29 日）69 頁。 
116 『社会保険旬報』2172 号（2003 年 5 月 21 日）36-40 頁。 
117 厚生労働省（2003）「医療提供体制の改革のビジョン―『医療提供体制の改革に関する検討














 2002 年 5 月に、総合規制改革の官製市場ワーキンググループは、医療などを「市場参入
制約分野」への株式会社参入を第一のテーマとして取り上げることとした。また、改革特区





 この中間とりまとめを区切りに、総合規制改革会議は 12 月の答申に向けて審議を再開し
ていく。その中で、こうした動きに対しては、国会においても議題として取り上げられる。










                                                     
24 日最終閲覧）。 
118 『日本医事新報』4083 号（2002 年 7 月 27 日）111 頁。 
119 『日本医事新報』4100 号（2002 年 11 月 23 日）67 頁。 



















いては、6 月 27 日に、構造改革特区推進本部との間に、自由診療かつ高度先端医療に限る














                                                     
121 『日本医事新報』4105 号（2002 年 12 月 28 日）59 頁。 
122 『日本医事新報』4123 号（2003 年 2 月 15 日）83 頁。 
123 『日本医事新報』4128 号（2003 年 6 月 7 日）59 頁。 





















が深く関わっている。辻は、2003 年 8 月に保険局長、2004 年 7 月からは厚生労働審議官
と、この時期から小泉政権における第 2 弾の医療制度改革の時期にかけて医療行政のトッ




















































ロン』第 20 巻 5 号（2000 年 4 月）4-9 頁。）。 
126 『日本病院会雑誌』51 巻 9 号（2004 年 9 月 1 日）12-30 頁。 


























                                                     


































 このような形で厚労省内部、審議会において議論が進む中、小泉政権における第 2 弾の
医療制度改革の議論が始まっていく。まず諮問会議は、2004 年 10 月 22 日に社会保障給付
費の伸びを抑制するための議論をスタートさせ、その後 2005 年に入ってから医療制度改革
に対する本格的な審議に入っていった。そこで主に戦わされた議論は、第 1 弾の医療制度
改革において議論となったマクロ指標導入の是非であった（太田  2006: 151-165; 内山 
2007: 75-80; 清水 2005: 260-269; 村上 2009: 165-174; 吉岡・村上 2008: 145-158）。そし
て、第 2 弾の医療制度改革の議論は第 1 弾の際とは異なり、その議論に対して厚労省が反
対の急先鋒となる。 






                                                     






















 そして、2005 年 3 月 25 日の諮問会議で、竹中担当相が、「民間議員にも厚生労働省にも
より具体的な姿での議論を進めていただきたい」という要請があったことを受けて、4 月 27
日の諮問会議で、民間議員は「高齢化修正 GDP」という、名目 GDP の伸び率に高齢者人




なお、その日の配布資料において、2015 年には医療費で約 3.3 兆円、給付費では約 2.8 兆
円、2025 年には医療費で約 7.7 兆円、給付費で約 6.5 兆円の減額が可能であることを示し
てもいた136。議論が平行線をたどる中で、小泉は、「誰だって『給付は厚く、負担は軽く』
                                                     
132 経済財政諮問会議『平成 17 年 2 月 15 日第 3 回会議議事録』平成 17 年 2 月 15 日。 
133 経済財政諮問会議『平成 17 年 2 月 15 日第 3 回会議議事録』平成 17 年 2 月 15 日。 
134 経済財政諮問会議『平成 17 年 2 月 15 日第 3 回会議配布資料』平成 17 年 2 月 15 日。 
135 経済財政諮問会議『平成 17 年 3 月 25 日第 6 回会議議事録』平成 17 年 3 月 25 日。 









康保険七十年史編集委員会 2009: 380）。 




















2004 年 9 月に社会保障審議会に医療部会が設けられた時点から本格化した。そのため、第
2 弾の医療制度改革に向けて諮問会議と保険局を中心とした厚労省との議論と並行してそ
の議論は進められることとなった。 
前述のように、2004 年 9 月に医政局は社会保障審議会に医療部会を設けた。ここでの議
論は、それ以前まで医政局においてまとめられていた「医療提供体制の改革のビジョン」に
沿って行われることが確認された。また、医療計画の見直しについては、2003 年 8 月に、
「医療計画の見直し等に関する検討会」（座長＝黒川清・東海大総合医学研究所所長）によ
                                                     




になり、2004 年 10 月に報告書を示すなど議論を進めていた。 
このような形で推移した医政局を中心とした医療供給体制の改革議論であるが、どのよ
うな考えのもとにそれが進められていたのかを、2005 年 5 月に日本病院会の代議員会・総
会において行われた、医政局長の岩尾總一郎の公演を通じて見ておきたい138。この講演の内




























                                                     
138 『日本病院会雑誌』（2005 年 8 月号）12-40 頁。 
139 『社会保険旬報』2244 号（2005 年 5 月 21 日）34 頁。 
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140 社会保障審議会医療部会（2005）「医療提供体制に関する意見中間まとめ」
（http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/08/s0801-2b.html、9 月 29 日最終閲覧）。 
141 『社会保険旬報』2259 号（2005 年 10 月 21 日）14 頁。 







首相が 8 月 8 日に郵政法案が否決されたことを受けて、衆院を解散したのである。その後





























                                                     



















































この試案の提出後、10 月 27 日の諮問会議において、厚労省の試案に対し議論がなされ
た。吉川議員は、①医療費の給付の伸びに関する国レベルでの明確な目標を設定して PDCA
サイクルを実施する、②2010 年度までの 5 年間を「集中改革期間」として改革を進めてい
く必要がある、といった内容のコメントを行った146。 
また、試案公表の後、医療費適正化計画を実際に策定していく主体の側である、全国知事

















                                                     
146 経済財政諮問会議『平成 17 年 10 月 27 日第 23 回会議議事録』平成 17 年 10 月 27 日。 
147 『朝日新聞』2005 年 11 月 20 日。 
148 経済財政諮問会議『平成 17 年 11 月 14 日第 25 回会議議事録』平成 17 年 11 月 14 日。 
144 
 





























                                                     
149 『社会保険旬報』2263 号（2005 年 12 月 1 日）44 頁。その文言に加えて、医療給付費が指
標を超過したとしても、一律、機械的、事後的な調整を行うものではないという内容の但し書
きもなされていた。 
150 厚生労働省『平成 18 年度医療制度改革関連資料』。また、この大綱の決定過程において
は、高齢者の自己負担割合や中医協改革など、郵政選挙での大勝後、党内での権力を完全に確
立した小泉の鶴の一声によって決定された事項も多い（上川 2010: 210-211）。 






に一波乱待ち受けていた152。それは療養病床削減の議論であった。これは、12 月 13 日に社
会保障審議会介護給付分科会が 2006 年介護報酬改定に関する基本的考え方をとりまとめた
ことを受け、厚労省の老健局が介護保険型療養病床の廃止の方針を出したものであった（国
民健康保険七十年史編集委員会 2009: 388; 村上 2008: 135-136）。これによって、厚労省全
体として、医療保険型療養病床の削減と 2011 年度末までに介護保険型療養病床を廃止する








の緩和といった支援措置を厚労省から引き出した。それを受けて行われた 2006 年 2 月 7 日
の厚生労働等合同部会では、反対派からの怒号が飛び交ったが、最終的に療養病床見直し案
は了承された153。 







連法案は、2006 年 2 月に閣議決定、第 164 回通常国会に提出され、最終的には 6 月 14 日
に自民公明の賛成多数で参議院にて可決、成立した。 
 
医療供給制度改革（第 2 弾の医療制度改革）の内容 
 
                                                     
152 これに加えて、12 月 18 日には、マイナス 3.16％という過去最大幅の診療報酬マイナス改
定が決定した。 
153 『社会保険旬報』2270 号（2006 年 2 月 1 日）6-9 頁。 








  まず、急性期医療から述べていくと、診療報酬において、いわゆる「7 対 1 看護」という
看護師の配置を従来以上に手厚い配置を行うための点数が設定された。それまで最も手厚
い配置であったのは「2 対 1 看護」であったが、この表記は、患者数に対する雇用されてい
る看護職員の数で表されていた。そして、この改定によって、看護師の交代制勤務や休日を
加味した数値を表記することになり、2 対 1 看護を 10 対 1、3 対 1 看護を 13 対 1、4 対 1
看護を 15 対 1 へと表記を改めることになった。 
そして、厚労省は、都道府県に対して、医療計画において、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、





















                                                     
155 厚労省は、この 4 つの疾病にあわせて、救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周

























そうした不満が組織内部で顕在化したのが、2002 年 4 月の会長選であった。この会長選
はもともと坪井の無投票再選と考えられていた。しかし、元京都府医師会副会長の西祥太郎
が診療報酬のマイナス改定や小泉政権に対して協調的な姿勢を示した執行部に対する批判
し、3 月半ばに出馬を表明したことから 3 期ぶりに投票が行われることになった。この選挙
は、結果として坪井の勝利に終わったものの、337 票中、坪井が 191 票、西が 137 票と接
戦となったために坪井体制が揺らぐこととなった（水巻 2003: 58-68）。 
そして、その後、京都、大阪を中心とした近畿地方の医師会は、日医の代議員会において
執行部を強く批判していく。2003 年 3 月の代議員会前には、近畿医師会連合の油谷桂朗委
員長（京都府医師会会長）と近畿各府県医師会選出の代議員らが、坪井に対して実質的な辞
職要求の勧告文を送付するまでに至った。追い込まれた坪井は、2004 年 4 月に行われる会
長選まで半年を切った 2003 年 10 月に会長引退を表明した。 














おける植松への不満を大きくした。その中で行われた 2006 年 4 月の会長選には、東京都医
師会所属の唐沢祥人と植松が立候補した。そして、植松は唐沢に敗れてわずか 1 期 2 年で




2002 年には約 2 億 3350 万円、植松会長期の 2005 年は約 1 億 5000 万円、唐沢会長期の
2008 年も約 1 億 5000 万円であった。それにパーティー券の購入額を合わせると 2002 年は
約 6 億 7200 万円、2005 年は約 5 億 6550 万円、2008 年は約 4 億 7540 万円と漸減してい
た（辰濃・医薬経済編集部 2010: 148-151）。また、集票能力についても、参議院選挙の結
果をみると、最盛期の 1970 年代後半には 130 万票近くを集める力があったものが、この当
時では 22 万票ほどであり、それが精一杯の数字と評されるまでに低下していた（水巻 2003: 
97-100）。 






























うシステムをきちんと確立していこうということです。（辻 2008: 61-64）。 
 
そして、これら両次元の特徴からなるアイディア、特に QOL の向上が加味されたことは、




















































































































































































































機能していることを明らかにする。そのために、まず、2014 年の第 6 次医療法改正と 2015










第 1 節 第 6 次、7 次医療法改正と 2008 年度以降の診療報酬改定 
（1）第 6 次、7 次医療法改正の内容 
 
 ここでは、第 6 次医療法改正と第 7 次医療法改正を中心にその内容を見ていくことで、
現在の医療供給制度改革の方向性として、医療機能の分化・連携が強く意識されていること
を確認していく。 




第 6 次医療法改正とも呼ばれる。 
この法案成立の契機は、さかのぼると自公政権下の 2008 年に設置された、社会保障国民
会議による社会保障・税一体改革の議論にいきつく。その社会保障・税一体改革の議論は、



































いるが、報酬の高い 7 対 1 看護体制の方に病床が集中してしまっている状況がある（川渕 












2017 年 4 月 18 日最終閲覧）。 
 



























出 所 : 厚 生 労 働 省 （ http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10801000-Iseikyoku-
Soumuka/0000073739.pdf、2017 年 4 月 18 日最終閲覧） 
 
                                                     
157 『日経ヘルスケア』299 号（2014 年 9 月 10 日）52-56 頁。 
158 日本経済再生本部「日本再興戦略改定 2014―未来への挑戦」







考えがある。ただし、こうした考え方は、例えば、2010 年 6 月に民主党政権が閣議決定し
た「新成長戦略」にも示されているように、民主党政権においても根強いものがあり（真野 
2012: 212-218）、第 2 次以降の安倍政権に独特なものではないということを指摘しておきた
い。また、付言すれば、医療機能の分化・連携というアイディアは、医療の産業化というア




 上記の医療法改正は、政権復帰した自公政権下の 2010 年代中盤に行われている。ここで













き彫りとなり、社会問題化していたからである（勝又 2009; 小松 2006; 本田 2007）。 
 ただし、こうした中でもそれ以外の重要な視点として、「質の高い医療を効率的に提供す
るために医療機能の分化・連携を推進する視点」があげられた160。この観点から、例えば、
                                                     
159 例えば、民主党政権下の 2010 年の診療報酬改定の政治過程を扱った研究として、木寺





160 社会保障審議会医療保険部会・医療部会「平成 20 年度診療報酬改定における主要改定項目




























に関して、常勤医師 3 名以上で、過去 1 年間の緊急往診件実績が 5 件以上、看取り実績が 2
件以上という要件を定めた「機能強化型」という区分を新設し、高い評価を行うことになっ
た163。訪問看護では、複数名での訪問看護や専門の研修を受けた看護師による訪問看護に対
                                                     
161 社会保障審議会医療保険部会・医療部会『平成 22 年度診療報酬改定の基本方針』
（http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryouhoken/iryouhoken12/dl/index-001.pdf、2017 年 4 月 18
日最終閲覧）。 
162 社会保障審議会医療保険部会・医療部会『平成 24 年度診療報酬改定の基本方針』
（http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001wp36-att/2r9852000001wp9m.pdf、2017 年





























                                                     
合は 200 床未満に限るといった要件を満たす必要がある。 
164 社会保障審議会医療保険部会・医療部会「平成 26 年度診療報酬改定の基本方針」
（http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-






やり方という立場をとっており、議論は収斂していない（森田 2016: 124）。 
166 社会保障審議会医療保険部会・医療部会「平成 28 年度診療報酬改定の基本方針」
（http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-




多い 7 対 1 看護について、患者の重症度、医療・看護の必要度からさらに厳格化されるこ
























                                                     
167 厚生労働省
（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-
houkatsu/、2017 年 4 月 18 日最終閲覧）。 
168 「地域包括ケア」という名称は、広島県御調町（現在は尾道市）の広島県公立みつぎ総合病
院の院長を務めた山口昇医師が、昭和 50 年代以来展開した医療と福祉にまたがるケアの実践
に与えた名称を出自とする（高橋 2012: 3）。 
169 地域包括ケア研究会「地域包括ケア研究会 報告書―今後の検討のための論点整理」




 そして、この地域包括ケアシステムは、2011 年の第 177 回通常国会において成立した「介
護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」で、法律上にも実質的






ならない」という規定が書かれた（宮島 2013: 13）。 





















                                                     
170 社会保障制度改革国民会議「社会保障制度改革国民会議報告書―確かな社会保障を将来世
代に伝えるための道筋」



















chiiki-houkatsu/、2017 年 4 月 18 日最終閲覧）。 



































                                                     
171 『週刊国保実務』2671 号（2009 年 8 月 17 日）14-15 頁。 





174 『週刊国保実務』2979 号（2015 年 10 月 5 日）25-27 頁。 





















ていたようである。経団連が 2005 年 10 月に示した「国民が納得して支える医療制度の実
現」179では、医療提供体制と診療報酬の改革について、急性期と慢性期を担う医療機関の機
能分化といった、まさに厚労省が言うような意味での医療機関に求められる機能の明確化、
機能の分化と連携の促進が必要であるとしている。その後も、2009 年 10 月に、民主党への
政権交代の直後に示された「安心で信頼できる社会保障制度の確立に向けて」180といった提
言や、最近では、2016 年 10 月に示された「医療・介護制度改革に対する経団連の考え方」
                                                     
176 健康保険組合連合会「これからの医療提供体制と健保組合の役割（提言）」
（https://www.kenporen.com/study/kihon_koso/pdf/20070614.pdf、2017 年 4 月 18 日最終閲
覧）。 
177 健康保険組合連合会「医療提供体制に関する健保連の見解」
（https://www.kenporen.com/study/kihon_koso/pdf/20130704.pdf、2017 年 4 月 18 日最終閲
覧）。 
178 『週刊社会保障』（2898 号）2016 年 11 月 7 日、54-59 頁。 
179 日本経済団体連合会「国民が納得して支える医療制度の実現」
（http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2005/070/honbun.html#part2-1、2017 年 4 月
18 日最終閲覧）。 
180 日本経済団体連合会「安心で信頼できる社会保障制度の確立に向けて」






















薬開発や医療機器の開発、医療の IT 化などに接点を求めている（真野 2012: 194）。こうし
た中で、例えば、彼らは厚労省、農林省と「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保
険外サービスの参考事例集」185といったガイドブックを作成するなど、基本的には在宅医
                                                     
181 日本経済団体連合会「医療・介護制度改革に関する経団連の考え方」
（http://www.keidanren.or.jp/policy/2016/093_honbun.html#s3-3、2017 年 4 月 18 日最終閲
覧）。 
182 日本労働組合総連合会「2016～17 年度 政策・制度要求と提言」（https://www.jtuc-
rengo.or.jp/shuppan/roudou/kurashi/data/yokyu_teigen2016.pdf、2017 年 4 月 18 日最終閲
覧）。 
183 重要業績評価指標（Key Performance Indicator）の略称である。 
184 財務省「平成 28 年度の予算の編成等に関する建議」
（http://www.mof.go.jp/zaisei/matome/zaiseia271124/kengi/02/02/sakutei01.html、2017 年 4
月 18 日最終閲覧）。 
185 厚生労働省・農林水産省・経済産業省「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険外
サービスの参考事例集―保険外サービス活用ガイドブック」































 公明党については、2016 年 9 月に、公明党全国大会で発表した「『新・支え合いの共生社
                                                     
186 国土交通省「福祉・住宅行政の連携強化のための連絡協議会」
（http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk7_000003.html、2017 年
4 月 18 日最終閲覧）。 
187 自由民主党「重点政策集 2014」
（http://jimin.ncss.nifty.com/2014/political_promise/sen_shu47_promise.pdf、2017 年 4 月 18
日最終閲覧）。 
188 日本医師会「少子高齢時代を乗り切れるか―医療・介護の挑戦」（http://dl.med.or.jp/dl-





























している。また、医師会は、2014 年 2 月に「団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年を見
据え、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の充実、医療従事者の確保・勤務環境の改善
等により、かかりつけ医を中心とした地域包括ケアを推進していくことが求められている」
                                                     
189 公明党「『新・支え合いの共生社会』の実現に向けて」
（https://www.komei.or.jp/policy/policy/pdf/2016_vision.pdf、2017 年 4 月 18 日最終閲覧）。 
190 民進党「民進党政策集 2016」（https://www.minshin.or.jp/election2016/policies、2017 年 4
月 18 日最終閲覧）。 
191 経済財政諮問会議経済・財政一体改革推進委員会「日本医師会の考え方―国民皆保険を守
るための改革（資料 3 横倉日本医師会会長提出資料）」(http://www5.cao.go.jp/keizai-





を委員とする「医療政策会議」を実施し、2 年に 1 度報告書を表している。その委員として
選任されている医療経済学や医療政策学の著名な専門家らは、厚労省の審議会の委員を務
める者も多く、医療機能の分化・連携や地域包括ケアを進めるという基本的な方向性に関し








さて、日医がこうした状況に追い込まれていることの 1 つには、2 度の政権交代が大きく
かかわっていると考えられる194。医師会は、政権交代に対して、民主党政権期の 2010 年の
会長選で民主党と近い原中勝征195を、2012 年からは自民党と親密な関係をもつといわれる
横倉義武を会長に選出する（現在は 3 期目に入っている）196など、敏感に対応している197。 
                                                     
192 『保険診療』（1486 号）2013 年 8 月 10 日。『社会保険旬報』（2263 号）2017 年 1 月 11
日。 












195 2004 年から茨城県医師会長を務め、2008 年の参院選、2009 年の衆院選において、茨城県
医師会の民主党候補推薦を決めた人物である（辰濃・医薬経済編集部 2010）。 
















応じて利害が異なるようになり、多様化する状況に至っている（森田 2016: 63-64）。 


















ている（森・久保 2016: 25-31; 濱本 2016: 101-125）。 





























































































































析を進めた。具体的には、1980 年代から 90 年代における、①事務官と医系技官の接近、
②病床の機能分離政策の進行、③小泉政権期における「医療機能の分化・連携」というア
イディアの形成、④医師会や厚労族を含めた医療政策に関係するアクターによるアイディ
アの受容の 4 つを重要な要素と見立てた。 
 以下、第 1 節では第 1 章から第 7 章までの内容、知見を各章ごとにまとめ、第 2 節では
本稿を通じて得られた問いへの回答と、序章で示した意義に照らしつつ分析的含意を提示
する。そして、第 3 節では政策に対する含意を示し、第 4 節において本稿の課題を述べ
る。 
第 1 節 「アイディアの政治」アプローチと制度改革の連鎖関係 






















う捉え方によってである。これを通じて、1980 年代から 90 年代の改革を、2000 年代以降
の改革にとっての機会構造の形成過程として包み込み、1980 年代以降の医療供給制度改革
を一連のまとまりをもつ政治過程として扱うことが可能となった。 















 第 4 章と第 5 章では、小泉政権期における医療機能の分化・連携というアイディアの構
築を可能にした機会構造を析出することを目的に、第 4 章で 1985 年の第 1 次医療法改正
の政策過程を、第 5 章で、1980 年代から 90 年代にかけて行われた医療機関の機能分離政
策の形成・展開について分析した。 






























 このように、第 4 章、第 5 章を通じて、1980 年代から 90 年代にかけて、事務官と医系
技官の接近と実質的な医療機関の機能分離政策の蓄積という、組織、政策環境の変化とい
う構造的な変化が生じていたことが析出された。 

















































































































































































































第 3 節 政策への含意 
 ここまでの分析を通じた政策への含意、問題指摘として、次のことをあげておきたい。 























                                                     
199 なお、この点について彼は、医療機能の分化・連携は高齢者医療の質の向上に資するもので









































































                                                     
201 ただし、例えばアメリカのナーシングホームにおいて、高齢者患者に対する不適切な処遇が
社会問題となるなど、日本における社会的入院に類似するような問題は各国で経験されていた
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